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① 論文の目的 
現在のわが国の統治機構は、中央集権体制＝官僚体制である。１４０年も続いたこの体
制は、１９８０年代まで、わが国・日本にとって、極めて有効に機能した。その結果、明
治のわが国は、列強と伍する強国へ発展し、また、太平洋戦争で灰燼に帰したわが国は、
奇跡の復興を遂げ、世界第２位の経済大国にまで駆け上った。しかし、その後、すなわち、
１９８０年代以降は、この中央集権体制＝官僚体制が、「発展の足枷」になってきた。わが
国の経済発展は停滞し、国民はやる気を失い、若者は閉塞感に打ちひしがれ、都市と地方
の格差は拡大の一途をたどり、地方は疲弊し、人口減少が続き、結果、わが国は、国家と
して、きわめて歪な「国のかたち」になってしまった。 
まさしく、中央集権体制＝官僚体制の弊害が、ここに来ていっきに噴出してきたのであ
る。すなわち、国家による管理監督、指示命令は国民、地方に依存心を植え付け、また、
官僚による省益優先、規制万能、責任回避、秘密主義、前例主義、全国一律主義、画一主
義、規格主義は、国民を閉塞感と将来不安に陥れ、加えて「やる気」を奪う状況を生み出
している。ために、１９８０年代以降、この国は停滞し、国民もまた自主独立の気概を失
い、国際社会においても、「憧憬の日本」、「尊敬する日本」から「失望の日本」、「無関心の
日本」へ変わりつつある。 
このような日本を、われわれの子どもたち、そのまた子どもたちに手渡してはならない。
なんとしても、発展する日本、尊敬される日本にしなければならない。そのためには、ど
うすべきか。長い研究と思索の結論として、筆者は、日本の「国のかたち」を、「地域主権
型道州制」、すなわち、国民が自主の気概が持てる統治機構、地方が元気になる国の体制に
転換しなければならないという結論に達した。 
「地域主権型道州制」という用語は、筆者が、わが国で始めて用いた。言い換えれば、
筆者のオリジナルの用語である。この用語が、今日、各方面で、たとえば、マスコミで、
経済界で使われるだけでなく、政治の世界でも、頻繁に使われるようになった。しかし、
誤解されて使用されている場合も多く、また、学術用語として確立されているとは言いが
たい。過去に学術研究としてきわめて蓄積の乏しいゆえに当然とは言え、だからこそ、正
確に理解が出来る論文を書き上げて、学界に一石を投じたいということが、本論文の目的
の一つ目。そして、当該分野について、長らく研究し、現在、立法過程に携わっている筆
者として、「地域主権型道州制」という概念を論文として、正確にまとめおくことによって、
現在、あるいは将来を含め、「道州制」を研究する後輩の学徒たちに役立ちたい、あるいは、
不正確な認識をしている人々に、正確な用語の内容を理解して貰いたい、という目的が二
つ目。本論文が、日本の「国のかたち」を、中央集権体制＝官僚体制から「地域主権型道
州制」の日本に変える出発点になることを三つ目の目的にしている。 
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②先行研究のサーベイと問題意識（そのテーマを研究する理由・意義） 
 
 わが国で「道州制」といわれる構想は、戦前を含め、何度も主張されては消え、消えて
は浮上してきた。最初の構想は、１９２７年（昭和２年）、田中義一内閣の「州庁設置案」
であった。戦後まもなく、１８４５年（昭和２０年）には、「地方総監府設置案」、１９６
７年（昭和３２年）には、第４次地方制度調査会の「地方庁案」と続き、その後も今日ま
で、経済界、政党、自治体、民間団体、シンクタンクなど、各種の機関、団体からさまざ
まな道州制案が、次々に提唱されてきた。 
しかし、「道州制」と言っても、千差万別である。単に都道府県を合併するだけで、統治
機構はそのままの「中央集権型道州制」もあれば、州憲法や州軍隊を前提とする「連邦制
型道州制」もある。筆者が本論文で展開しようとするのは、それらとは全く異なり、分権
国家を形成する柔らかな広域行政、広域圏政策によって、地域間競争が可能な「地域主権
型道州制」である。 
こうした長い間の「道州制」議論も、近年、急速に政治の表舞台で扱われるようになっ
てきた。その理由は、①の目的のところで記述した通り、まさに喫緊の時代的要請と言え
るが、事実、第一次安倍内閣では、内閣官房に「道州制ビジョン懇談会」が設置され、ま
た、第二次安倍内閣では、道州制担当を総務大臣が兼務するという状況になった。かくし
て、「道州制」への政治的関心は急速に高まり、各政党（自民党、日本維新の会、みんなの
党、公明党）は、その政策公約に「道州制」を掲げることとなった。 
２０１２年、２０１３年には、１５０名を超える超党派の議連「道州制懇話会」が立ち上
げられ、さらに、２０１２年３月２９日には、みんなの党が「道州制移行のための道州制
基本法案」を参議院に提出、翌２０１３年６月には、みんなの党と日本維新の会が「道州
制基本法案」を衆議院に提出するなど、立法過程において制度設計が具体化する動きに入
ってきた。 
そのような背景からも、この時機に、好ましい「道州制」の定義、意義を喫緊に整理す
ることが、求められる。筆者は、学徒ではないが、シンクタンク PHP総合研究所で、創設
者の松下幸之助の指示に端を発し、以来４０年近く、この課題テーマの研究に間断なく取
り組んできた。さらに筆者は、先の内閣官房の「道州制ビジョン懇談会」でも座長を務め、
みずからの手で『中間報告書』を纏めている。そのような実績をもとに、「道州制の最終形」
「もっとも妥当な今日的国のかたち」としての道州制として認識されるようになっている
筆者の「地域主権型道州制」を、学術論文として纏めおくことに意義があると考える。 
また、本論文が学術分野で評価されることが、「道州制」に国会で取り組んでいる筆者の、
さらに強い活動の源泉になることは間違いない。 
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③研究方法あるいはアプローチ 
 
１、昭和４４年（１９６９）、松下幸之助が主張した『廃県置州論』をテーマに、松下
本人と数十回の議論を重ねる。 
２、多くの識者（飯田恒夫教授、斉藤精一郎教授、高坂正堯教授、堺屋太一元国務大
臣、加藤寛教授ほか）を訪ね、ときに会合を開いて意見を収集。 
３、道州制プロジェクト「道州制研究会」を発足。数十回にわたる研究、討議。 
  メンバー：佐々木信夫中央大学教授、黒川和美法政大学教授、林宜嗣関西学院大
学教授、林宏昭関西大学教授、およびシンクタンクの研究員 
４、内閣官房『道州制ビジョン懇談会』での十数回にわたる議論、論争、研究。 
５、全国４００ヶ所での講演と質疑応答。 
６、知事（宮城、大阪、宮崎、北海道、新潟、兵庫、埼玉等）市長（浜松、名古屋等）
らと意見交換。 
６、地域主権型道州制に関する書籍「地域主権型道州制」「脱・中央集権国家論」「国
民を元気にする国のかたち」など９冊を単著、共著、編纂、監修で上梓。等 
 
上記のような作業、過程を得て、「地域主権型道州制」についての核心を形成する
とともに、シンクタンクの研究員に筆者の考えを述べ、議論し、意見を求め、ま
た、大前研一著「平成維新」、西尾勝著「道州制－東京圏をどうする」等、また、
新藤宗幸著「言葉が独り歩きする道州制」等。さらに、日本経済同友会、日本経
済団体連合会、日本商工会議所等の道州制に関する提言書、九州経済連合会、関
西経済連合会等の地域からの道州制報告書など、最近では、佐々木信夫著「道州
制」、「新たな【日本のかたち】－脱中央集権と道州制」などを参考として、筆者
の「地域主権型道州制」の理論的補強、修正、学術的確認等を続けている。 
本論文は、上記のような方法を駆使して、纏められたものである。 
 
④論文全体の要旨 
 
１．一進一退の地方分権改革 
人、モノ、金、情報が不足していたかつての日本は、明治維新以降、わずかな資源を効
果的かつ効率よく活用していくため、政府を中心とした中央集権体制を構築してきた。戦
後日本は、首都圏に主要企業など経済・産業資源を集中させ、国が基幹産業を育て、企業
が貿易を通じて生産物を海外に積極的に輸出していくことで経済を急成長させてきた。実
際、約１６２万企業のうち約１７％が東京に集中し、東京近郊を含めると３割を超えてい
る。また、売上高トップ１００社のうち７１社が東京で、上場企業の約半数が東京に本社
を置いている。 
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持続的な経済成長が達成でき、財政も比較的余裕があった高度成長期などには、官主導
の護送船団方式による経済社会システムが十分な効果をあげてきた。政府は、それ以降も、
経済の発展により得られた富を地方に分配していく税財政システムを通じて、どこでも同
じ行政サービスが受けられるようにし、国が補助金を拠出し地方が実施することで全国一
律の社会資本を整備していったのである。 
しかし、国民生活や文化などの水準が向上し、キャッチアップ型からフロンティア型へ、
物的豊かさから質的豊かさにシフトして、価値観が多様となるなど、社会基盤の前提条件
が大きく異なってきている。また、日本経済は、かつてほどの成長は見込みにくくなって
いるうえ、人口減少と少子化、高齢化といった課題にも直面している。こうしたなかで、
中央集権の官僚システムは、もはや制度疲労を起こしている。地域ニーズに合致しない全
国画一的な公共投資が進み、地方の特性に応じた発展をむしろ阻害している。また、非効
率かつ効果の小さい行政サービスも増えてきた。その結果、財政が肥大化し赤字累積して
いるのである。 
また、活況ある東京とその近郊に人・モノ・金・情報が過度に集中している一方、地域
経済は疲弊し、若年層を中心に人口流出も止まらないなど、東京との地域間格差が開いて
きている。実際、東京に次いで都市規模の大きい大阪府でも、経済は低迷し、人口流出が
おきている。人口が首都圏や政令指定都市などに移動していくことによって、地域産業の
活力が低下、需要も増えないという悪循環に陥っている。 
実際、地方では、後継ぎ問題や地域経済の地盤沈下により廃業を余儀なくされるほか、
起業率より廃業率が高い状況が続いている。地方の中核市でも、駅前の商店街が軒並み閉
店し、シャッター通りといわれるほどのところも多い。まして、小規模な地方都市ほど衰
退は著しい。道路や新幹線、航空など社会資本整備が進み、都市間移動がしやすくなった
ことで経済圏が拡大し、主要都市へ人・モノ・金・情報がより集中するストロー現象が起
きているのである。 
このほか、行政単位（市町村、都道府県）が小さすぎるという問題もある。現行の行政
単位は、徒歩や馬での移動を前提につくられたものであるため、交通インフラや情報通信
技術（ＩＴ）が高度に発達し国民の経済圏・生活圏が拡大している今日、物理的に狭すぎ
るといっていいだろう。また、人口減少が進むなか十分な行政サービスを提供できなくな
る恐れがある一方、環境規制や観光振興、廃棄物処理、救急医療といったより広域な政策
課題も増えてきており、多様なニーズやシーズに対応していくためにも、現行の行政単位
では限界がある。このことから、規模の小さい都道府県をより広域的な圏域に再編し、よ
り実態に即した活動を可能とする行政機構の確立が必要となっている。 
 こうした現状に対応していくには、もはや中央集権によってナショナルミニマムを追求
していくのは限界がある。まして、地方の特性に応じた発展を実現していくためには、厳
しい財政状況のもと、権限と財源を備えた地方自治体が創意工夫をもってメリハリの利い
た支出を行い、責任ある住民ニーズに即した多様な行政サービスを提供していくべきだろ
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う。つまり、これまで３割自治と揶揄されてきたように、交付税制度や補助金制度などに
よって実質的に国の下請けをしてきた地方自治体は、大きく変わることが求められている
のである。 
このことから、各地域が住民自治のもと、選択と集中による地域経営に取り組めるよう、
これまでにも地方分権改革が進められてきた。１９９９年の地方分権一括法では、国の関
与を必要最小限に留め、地方自治体の自主性・自立性に配慮する観点から、国の仕事を地
方自治体が代行する機関委任事務の廃止や必置規制の緩和、権限の移譲（国から都道府県、
都道府県から市町村へ）などが進められた。また、財源面では使途を限定しない法定外普
通税が総務省の許可制から事前協議制に変更され、地方自治体は、特定目的の法定外目的
税を設けることもできるようになった。 
しかし、国が主要税源を握っている構造は変わらず、法定外普通税も法定外目的税も、
課税対象がほとんど制限されている。地方税収額全体の 0.3％にも達していない。つまり、
権限の委譲が進んでも、地域に必要な政策を裏付ける財源において、地方自治体の課税自
主権は限定的で、実質的に裁量で決められる独自の税財源が掌握できない状況にある。こ
れでは、地方自治体は裁量権を拡張しても、国から地方への税源移譲が十分ではないなど
財源の裏付けがなく、自主的な裁量による地域経営ができる状況にはとてもならなかった
のである。 
 また、小泉内閣で、国庫補助負担金の廃止・縮減、税財源の移譲、地方交付税の見直し
を一体的に行う三位一体の改革が進められた。これにより、国庫補助負担金から約 4.7 兆
円を、地方交付税から約 5.1 兆円を削減した一方、地方自治体に約３兆円の税源が移譲さ
れた。国から地方へ配分される補助金を減らし、地域の自主財源を増やす点で意味はあっ
たが、削減額の約 9.8兆円に比べ、地方自治体に委譲された税源が約３兆円と少なかった。
そのうえ、地方自治体への大幅な権限委譲とのセットで進めなかったために、実質的に財
源だけが減少することとなった地方自治体にとって、かえって厳しい状況に陥ってしまっ
たのである。 
 
２．地方自治体の「租税権」回復を 
このように地方分権改革が一進一退を繰り返しているのは、国と地方の財源問題や地方
自治体への重要権限の委譲を先送りにして進めてきたところに大きな問題がある。依然、
これらの権限や財源は、中央集権体制を維持したい中央官庁に握られたままとなっている。 
地方自治体の歳入は、地方税、地方交付税、国庫支出金のほか、借金にあたる地方債が
８～９割を占めている。このうち、地方税だけが地方自治体の自主財源で、残りの地方交
付税や国庫支出金などは、国からの交付金・補助金である。つまり、地方自治体の税収の
多くが、国からの財政移転に依存している。 
そのうえ、自主財源である地方税も、地方税法によって税目が定められており、地方自
治体の自主裁量権は、実質的にほとんど認められていないに等しい。税率についても、税
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目によって上限が設定されている制限税率や、特定税に対して一定の率を定める一定税率
など、地方自治体が変更できないものもあるが、基本的には、国の定める標準税率に基づ
いて地方自治体が設定することになっている。ただ、地方自治体が標準税率を下回る税率
を設定した場合、国は地方交付税や補助金を減らしたり、地方債発行を制限したりするな
どの制裁措置をとることが多い。 
国が、地方税における地方自治体の課税自主権を制約してきたのには理由がある。人口
数や平均所得など、地域によって税収差が生じやすい。実際、東京と沖縄では１人あたり
の税収額に約３倍以上の差が生じている。そのうえ、日本の税制は、各税目で国・都道府
県・市町村が重複して課税している場合が多い。もし、こうした税制のもと地方自治体の
課税自主権が拡大すれば、地域によって受益・負担の均衡が崩れ、地域間の税収格差がひ
ろがる可能性もある。こうした税収格差を抑制する理由から、地方税に関する地方自治体
の課税自主権を制約してきたのである。 
地方自治体は、国に財政面を依存し続ける限り、責任をもって地域経営をしていくこと
はできない。まず地方交付税と国庫支出金を廃止して、国からの補助金に依存する体質を
改めるべきである。 
地方交付税は、国税として国が徴税し、各地方自治体の財源不足額に応じて交付するも
ので、地方自治体の財政保障、地方自治体間の財政調整を担っている。地方自治体への交
付金額は、地方自治体の意思がほとんど反映されることなく、国が一方的に決定している
ため、多くの地方自治体は国の意向に従わざるをえなくなっているのである。 
一方、国と地方自治体が協力して事務や事業を行うための国庫支出金も、国が地方自治
体の活動の一部を負担するために交付しているため、国・都道府県・市区町村の責任の所
在が曖昧となるだけでなく、国から細部まで使途の条件がつけられるなど、地方自治体の
自主的な運営も阻害している。特に国が行う直轄事業では、その地方自治体に一方的に負
担金を求め、業務の下請けとなってしまうケースも多い。この結果、手続きも煩雑になる
うえ、中央省庁のタテ割り行政の弊害もあって、行政の簡素化・効率化が妨げられている。
さらに国庫支出金の配分をめぐっての地方自治体による陳情など、利益誘導の温床にもつ
ながっている。 
 したがって、地方交付税と国庫支出金を廃止して、地方自治体の自立性を高めていくべ
きだろう。ただし、地方自治体全体の歳入総額の約２割を地方交付税が占めており、大多
数の地方自治体が地方交付税頼みの歳入構造となっているだけに、廃止だけでは地方財政
が立ちゆかなくなる可能性が高い。 
このため、税源を国・都道府県・市区町村に区分けし、独自の財源を確保できるよう、
地方自治体の租税権（課税自主権・税率決定権・徴税権）を回復すべきである。具体的に
は、地方税法を廃止して、地方税は地方の裁量と責任で決められるようにするのである。
税の性質に応じて税源を分離する原則があるが、日本では、同じ課税ベースから、国・都
道府県・市区町村が税収を分けあっている。これでは、国・都道府県・市区町村それぞれ
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が提供する行政サービスに、どれほど自分が負担しているのか納税者に分かりにくい。国
は、受益と負担の関係を曖昧にすることで、自らの仕事を増やしてきた。その結果、効率
の悪い公共投資を進めるとともに、効果の低い公共サービスを生む一方、増税などの国民
負担を増やしてきたのである。 
行財政にかかわる受益と負担の結びつきを明確にするために、国・都道府県・市区町村
それぞれが担うべき役割をしっかり仕分けし、その役割に準じて財源が設定されるべきで
ある。そのなかで、各機関が自由に税目や税率を決定できるようにしていくべきだろう。
こうすることで、納税者も、税金がどのように使われているかをチェックすることが可能
となる。「ニア・イズ・ベター」といわれるように、決定者と実行者、受益者と負担者の距
離を近づけていくことで、ムダを極力排除し、しっかりとした効率的かつ効果的な行政運
営が求められるようになるのではないだろうか。 
 
３．地域主権型道州制を 
明治維新以来続いてきた中央集権的な国家の統治システムから、地域が自己責任と独自
の判断に基づいて政策を展開していく地域住民主体の体制へと根本的に変えていくため、
「地域主権型道州制」の導入を提案したい。 
地域主権型道州制とは、官主導の中央集権体制を前提に４７都道府県の合併により広域
ブロックにまとめる「中央集権型道州制」や、国の出先機関を統合する「国主導型道州制」、
アメリカのような各州が独自に憲法や軍を持つ連邦制ではない。地域主権型道州制は、中
央政府の解体再編を前提に、地域に密着した地方政府を複数つくっていくという現行の日
本国憲法下で実現可能な改革である。 
具体的には、都道府県を解消して道州をつくり、市町村を広域化して新しい基礎自治体
（市）をつくり、国を含めた三層制にすべきだろう。これまでのような中央集権体制にお
ける国と地方といった上下・主従の関係ではなく、役割を分担しあう自立した行政という
対等関係としていく。 
地域主権型道州制では、Subsidiarity（国の政府は地方レベルでできない活動にのみ管
轄権を行使する主義、小さな政府主義、規制緩和主義）の原則に立つ。つまり、国民がで
きることは国民が担う。国民ができないことは基礎自治体が、基礎自治体ができないこと
は道州が担っていくという、小単位から大規模へと役割分担を決めていく補完性の原理に
基づくのである。 
このことから、地域主権型道州制の制度設計は、地域に密着した生活行政を国民にもっ
とも近い行政単位の基礎自治体が担うという、近接性の原則に基づいて行われるべきであ
る。まず基礎自治体、道州、国という行政単位それぞれの役割分担をしっかり行い明確に
したうえで、これまで内政全般に関与してきた国の権限と財源を道州や基礎自治体（市）
に移譲する。こうすることで、それぞれの行政機関が独立した権限と税財源をもつように
なるのである。 
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まず基礎自治体は、これまで市町村が担当してきた業務のうち、企業やＮＰＯなどに民
営化あるいはアウトソーシングできるものはしていく一方、都道府県で行ってきた生活関
連行政も含め、社会福祉（高齢者福祉、児童福祉など）、消防・救急、保健衛生、教育文化、
地域振興、まちづくり、公害対策など担うことが可能な生活関連行政は、全て担うように
する。 
国民に最も近い基礎自治体は、地域に密着したサービスが求められる分、全国である程
度均一な人口単位、もっとも効率的な行政単位に再編すべきである。財政的自立と民主主
義の拠点という２つの条件を満たす観点からみて、基礎自治体の人口規模は、１人あたり
の行政コストがもっとも低下するといわれている１５万～４０万人規模が望ましい。ただ
し、地域によっては広域化する地域もあるため、市の内部に行政センターを配置、もしく
はＩＴを活用することで行政サービスの低下を防ぐことも検討すべきだろう。また、基礎
自治体は、顧客主義の徹底の観点から地域のニーズやシーズに柔軟に対応しつつ、自己責
任で選択と集中を行っていく必要があるだけに、大幅な権限と財源の移譲も必要である。 
こうすることで、地域が自由で独創的な活動が展開できるようにし、地域の人々の生き
がいや満足感を生む行政サービスが行われていくべきだろう。 
一方、財源や立法などの権限を国から大幅に委譲する道州は、道路・空港・港湾などの
広域社会インフラ整備、科学技術振興・高等教育、域内経済・産業の振興、対外経済・文
化交流、雇用対策、域内の治安・危機管理、リージョナルな環境保全、広域的な社会保障
サービス（医療保険）といった広範囲の公共サービスや仕組みづくりを担当する。 
より広域の自治・行政組織を導入するため、道州の人口規模は、現行の都道府県・市町
村をゼロベースで見直し、７００万～１０００万人をベースに、１２州に再編してはどう
だろうか。７００万～１０００万人は、財政的自立が可能となりうる規模をみるうえで、
経済社会として同等のレベルのＥＵ加盟各国の人口規模がひとつの目安となる。また、世
界第３位の経済大国である日本は、地域経済圏でみた場合、経済圏それぞれがＥＵ１国に
匹敵する経済規模、人口、面積を有している。国際競争力を維持するうえでの日本１州あ
たりの経済規模は、アメリカ１州あたりのＧＤＰ２５００億ドル～ＥＵ１国あたりのＧＤ
Ｐ４５００億ドルの規模であれば、世界の上位で十分通用するだろう。なお、１２州の区
割りはどのように行うのか、さらに国民の意見、識者の意見も十分に反映し、最終的な結
論を得ていくべきだろう。 
そして、国は、道州で担うことが困難な外交・国際協調、国家安全保障・危機管理、通
貨・金融、通商政策・資源エネルギー政策、国家戦略、必要最小限の所得再分配・セーフ
ティネットなど、国家として最低限必要なことに限って担当すべきである。 
 
４．地域が変わる、地域から変える 
地域主権型道州制を導入することで、どのような変化が期待されるのだろうか。 
ひとつは、日本経済の底上げである。日本経済の停滞が続いているため、疲弊する地方
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だけでなく、一極集中でこれまで唯一繁栄してきた東京の国際的地位やブランド力が低下
してきている。このままでは日本経済の地盤沈下が進行する恐れすらある。グローバル化
が深化していくなか、競争力を高め、全国各地が活気づかなければ、近い将来のうちにも
日本経済は弱体化していくだろう。 
地域主権型道州制を実現していくことで、東京だけでなく全国各地、少なくとも十数カ
所に繁栄のための拠点をつくることとなる。地域主権型道州制は、州首都を中心とした中
央集権体制ではない。地域の特徴を備えた多様な主要都市がいくつも存在する Polycentric
（多中心）型都市構造が前提となる。つまり、地域特性に応じて権限や拠点などが分散し、
ネットワーク化されていくため、各州によって資源・構造・機能も大きく異なっていく。
こうした地域特性を強みに、州や基礎自治体は、よりよい地域社会をつくるための「善政
競争」をしていくことが期待されるのである。 
州などが拡大された条例制定権、法律修正要請権、徴税権などの権限と自主財源をもつ
ことで、たとえば、顧客主義の観点から他州より法人税率を下げて企業誘致を進めたり、
人やモノ、情報など多様な資源と投資を地域に呼び込んでいくなど、これまで地方自治体
だけでは不可能だった取り組みができるようになる。地域の創意工夫により、日本全国で
機動的かつ多様な経済活動が展開され、他州との競争と共創を通じて相乗効果をもたらせ
ば、結果として日本全体を活性化させることが期待できるのである。さらに、グローバル
化を踏まえ国際都市も多数形成し、地域の国際競争力を強化していけば、厳しい国際的な
都市間競争で生き残っていく地方都市も登場する可能性がある。 
もうひとつは、州や基礎自治体が地域のあり方を、地域の特性やニーズを背景に自己責
任をもって決定するようにすることで、これまでの「国の支配、自治体の依存」という歪
な関係を清算するきっかけになる点である。 
これまで、官僚が情報を独占して政策の企画・立案など、政策決定プロセスを独占して
きた。地域主権型道州制の導入により、州や基礎自治体が競合していくことになれば、政
策の立案・実施・評価の全プロセスにおいて、官と官、官と民、民と民のそれぞれが、否
が応でも競合せざるをえなくなるだろう。国民と政治の距離が縮まることで、官僚による
独占的な政策管理は難しくなり、国民の政策決定プロセスへの参加が容易になっていく。
こうしたなかで、行政や政治は、国民への説明責任も問われることとなるだろう。 
また、日本の官僚組織は、権限を上部組織に集中させ、そこで下された決定を下部組織
に命令伝達するというピラミッドのタテ型統治構造で成り立っている。そのうえ、組織の
細部にまでこの構造が組み込まれている。このため、中央・地方の公務員は、規則万能、
責任回避、秘密主義、画一主義、権威主義、自己保身、形式主義、前例主義、セクショナ
リズムといった「官僚主義」に陥りがちである。 
変化が現場で常に起き、情報を共有しながら迅速かつ柔軟に意思決定していくことが求
められている今日、こうした中央集権の階層化された統治構造では、機能不全に陥ってし
まうのは必然である。州や基礎自治体がお互いに競いあい、地域のニーズに対応していく
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には、官僚主義を排し、公的機関もフラットなネットワーク型統治構造へと変化すること
が求められているのである。 
 
 
⑤論文全体の構成 
  地域主権型道州制の総合研究－社会経済分析の視点から 
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第Ⅲ部 道州制の資料編 
 
⑥各章の要約 
    第一章 道州制研究の意義 
道州制が、このところ急速に政治のテーマとなってきた。にもかかわらず、
学術的議論の不足、あるいは不毛な議論に危機感を感じている。筆者は、松
下幸之助の廃県置州論を出発点に、本論文のテーマである「地域主権型道州
制」にとりくむ。地域主権という用語は筆者オリジナルな言葉。その言葉が
生まれた瞬間とその意味するところを説明する。また、筆者の言う「地域主
権型道州制」は現行憲法の改正を必要としないことを論じている。さらに、「道
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州制」は、１９２７年（昭和２年）から今日まで幾多の議論がされており、
その内容もさまざまであることを説明している。加えて、今日、道州制研究
の必要性とその意義を展開している。 
 
第二章 東京一極集中の構造 
ヒトもカネもモノも情報も、企業も、その他あらゆるものが、東京に集中、
集まってくる。その東京の状況を具体的な実例、数字を挙げて、論じている。
一方、地方は、衰退の一途を辿っている。こうした東京と地方の跛行的状況
を論じ、その拠ってくるところの原因が、国のかたち、すなわち「中央集権
体制＝官僚体制」に求める。とにかく、わが国は、早急に、地方分散策を講
じないと、まもなく立ち行かなくなってしまう。一極集中への警鐘を論じて
いる。 
 
第三章 中央集権システムの限界 
中央集権システムと地方分権システムを論じ、そこから派生する集権分散型
システムと集権融合システムを論じている。 
中央集権システムは、すべてが中央＝国の支配下にあり、いわば、縦の関係
である。その中央集権システムは、集権分散システム、すなわち、中央＝国
が地方を統治しながら、許容範囲内で、地方の自治を認めるというものと、
もう一つは、集権融合型システム、すなわち、集権と分権、分離と融合の組
み合わせということである。 
地方分権システムとは、それぞれの地方が主権の一部と独自の憲法を保持し、
いわば、中央＝国とは、ほとんど横の関関係である。すなわち、中央の支配
は極力廃し、地方が独自性を持って行政を行なっていくということである。 
筆者は、これからの日本は、地方分権システムとしての分権・分離型国家を
目指すべきと考える。集権システムのもとでは、いかなるシステムも縦型の
関係、中央集権体制＝官僚体制から脱却できず、その弊害によって日本は衰
退すること必定。 
ここで思い切って、分離・分散型システムの「地域主権型道州制」に国のか
たちを移行させなければ、国民のやる気、地方の自助努力、気概は生まれず、
日本は夕日の如く沈んで行く。 
官僚制の弊害、また、財政破綻の危機、特殊法人や過度の規制や保護政策に
よるコスト高など、中央集権体制の弊害の大きさを論じている。 
 
第四章 財政面からみた中央統制システム 
地方自治の理念には、「自治の原則」と「均衡の原則」がある。しかし、現在
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の中央集権体制＝官僚制のもとでは、なかなか「自治の原則」を貫徹するこ
とは難しい。「自治の原則」を貫徹すれば、税源が偏在するため、各自治体で
サービスに格差が生ずるだけでなく、国からの干渉も避けがたい。したがっ
て、「均衡の原則」を、より重視するようになる。しかし、「均衡は平等であ
る」ということは言えない。都市と農村、北国と南国では、求められるサー
ビスが異なるにも拘らず、「均衡は平等なり」という先入観に捉われ、それぞ
れの地域、地方の実情に合わないサービスが行なわれるようになる。しかし、
官僚は、手間を考えると、多様な行政を嫌う。従って、条件、環境が全く異
なることを承知しながら、一本の法律で全国一律の統治を行なう。かくして、
国民の不満、法律不適合ゆえの地方の衰退現象が起こる。 
日本の国家財政は、国も地方も危機の状況にある。国の歳入は６、地方の歳
出は４。地方は、歳入が４、歳出が６。そのねじれを国は地方へ補助金、交
付金として分配している。そのねじれによって、依存、甘え、脅迫など、さ
まざまな弊害が出てくる。 
また、社会保障、生活保護、各種補助が、財政を膨張させている。勢い、国
債、地方債の発行となり、将来世代へツケをまわすことになる。また、地方
は、歳入の自治を欠落させる。自助努力の放棄である。結果、国債、地方債、
借入金を合わせて、ついに１０００兆円をこえた。 
こうした国と地方の関係を根本から変革しなければ、２１世紀の日本はない。
ここでは、交付金、補助金等の問題点を論じ、また、地方自治体、地方議会
の問題点も論じている。 
 
第五章 「地方分権」改革の限界 
地方分権の動向と現状を述べる。また、全国一律行政の不公平さを論ずると
ともに、規格大量生産の時代の終焉と多様な統治システムの必要性を説く。
現在の地方分権政策が、ゆっくりではあるが、進行していることは認めるが、
それはどこまで行っても「国のかたち」を根本から変えて、２１世紀にふさ
わしい、また、グローバル化の時代に耐えうる日本にすることにはならない。 
地方分権政策では、事務は地方に移譲されるが、十分な権限移譲も税財源移
譲も行なわれることはない。肝心なところは、霞が関の官僚に握られたまま。
それでは、「平成の大合併」に見られる不満と不安が増大するだけである。 
税財源も権限もその役割に見合って完全に道州・基礎自治体に移譲されるべ
きと論ずる。 
地方分権という、外観だけの改革ではなく、いまの日本に喫緊に必要な改革
は、まさに根本から統治機構を変革すること、「中央集権体制＝官僚体制」か
ら「地域主権型道州制」へ、がらりと「国のかたち」を変えなければならな
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い、と論じている。 
 
第六章 道州制の背景とその意義 
道州制導入の背景は、とにかく中央集権体制＝官僚制が「体制疲労」を起こ
し、今日の超複雑・超高速の日本に適応不能になったことである。現在の都
道府県の広さは、北海道を除けば、狭すぎる行政範囲と言える。もともと、
日本の国土面積は、３８万平方キロ。米国の一州、モンタナ州とほぼ同面積
である。その狭い国土を、さらに４７に細切れにして、それを単位に行政を
しているのだから、時間的、空間的に狭すぎる。その狭すぎる行政区域では、
現代的問題、たとえば、環境問題、産業廃棄物処理問題、少子化に伴う地方
大学問題、広域災害問題、広域消防問題、救急病院問題、広域犯罪問題など、
解決することは不可能になってきた。 
また、今日の中央集権体制＝官僚体制は、官僚の個々の問題というよりも、
その体制そのものが無駄と堕落を生む温床と化している。なにごとも長く留
まり続ければ、必ず、淀み、腐敗し、赤錆び、機能不能となる。 
経済の活性化、地方自治体の活性化、国民の活性化のためにも、新しい統治
機構に転換しなければならない。新しい統治機構、すなわち「地域主権型道
州制」が実現すれば、道州や基礎自治体の租税権はどうなるのか、国会議員
はどうなるのか、国家公務員はどうなるのか、地方交付金、補助金はどうな
るのか、地域主権型道州制の害略国ついて、ここで論じている。 
 
 第七章  道州制と区割り、税財政 
道州制の区割りは、最大のテーマである。どのような区割りをすべきか。い
や、区割り例を示すこと自体を、道州制を既定のものにするものだと問題視
する人たちもいる。しかし、一方、具体例を示してくれなければ、イメージ
が出てこないという人たちもいる。 
ここでは敢えて、２８地制調の提示した９道州案、PHP 総研の１２道州案、
佐々木信夫の提示による１０州＋２都市州（特別州）を掲載している。 
いずれにしても、基礎自治体の人口は、１５万～４０万人規模。その数は、
衆議院議員の小選挙区と同じ３００となる。道州の人口は、７００万人～１
０００万人となる。 
国の財政をどうするか。二つの方法を例示する。一つは、国費分担金。いわ
ば、それぞれの道州が、「日本クラブ」のメンバー会員のように、道州内総生
産、域内 GDPの大きさに比例して、一定の参加費を、国に納める方法。今一
つは、あらかじめ、共同税として、直接、国が徴税する方法。さらには、国
と道州と基礎自治体が、独立した税項目で国税、道州税、基礎自治体税とし
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て徴税する方法も考えられる。ここでは、そうした、税財政のあり方を論じ
ている。 
 
第八章  道州の統治システム 
道州は、各省やその出先機関、都道府県の組織の継承によって、古いしがら
みを残してはならない。道州の組織は新設として、可能な限り理想的に設計
されなければならないと考える。道州の組織は、二元代表制を採用し、議会
と執行機関（長）は直接選挙とする。また、道州の役割、権限、業務の量や
質を十分精査したうえで、過大な組織にならないようにする。そのようなこ
とを原則にして、執行機関と議決機関がお互いに、ある種の緊張感を保ちつ
つ、チェック・アンド・バランスを働かせ、不正など税金の無駄遣いがない
ようにする。 
道州議会と並んで、執行機関としての道州知事、及びそのスタッフとしての
副知事、局長も構成も重要となる。道州は、政策スタッフ制組織を有し、道
州知事の補助機関と位置づける。そして、できるだけ組織の簡素化、スリム
化を図り、意思決定の迅速性を重視してフラットな統治システムにしなけれ
ばならない。 
いずれにしても、優秀な人材の確保、人材の育成が、道州・基礎自治体の統
治システムの形成に必要不可欠であるということを、ここでは論じている。 
 
第九章 道州制と大都市、市町村 
現在、人口５０万人以上の政令指定市２０、人口３０万人以上の中核市４０、
人口２０万人以上の特例市４２。合計すると約３０００万人、全人口の３３％
になる。しかし、これらの都市も徐々に人口減少によって、衰退しはじめて
いる。都市もまた、いたるところ、シャッター通りが見られ、化悪鬼を失っ
ている。まして、道府県の衰退は、それ以上に激しい。その場合、都市を含
め、市町村を、また、道府県を、どうしていけばいいのか。もはや、その対
応は、現在の統治機構、中央集権体制では対応できなくなってきている。一
方、人口流入を続ける東京は、逆の観点から大きな問題を抱え込む。このま
ま続けば、東京都は人口流入で、さまざまな難問が出てくる。首都直下型地
震のときにどうするのか、老朽化するインフラをどうするのか、過密化する
人口による社会不安、犯罪の多発等々、膨大で複雑な巨大都市の病巣に、的
確に対応する行財政が可能か、高い政策能力を有しているか。 
こうした、都市の膨張と衰退、市町村の疲弊、その逆に異常に膨張する東京
の危険性の増大。これらのことを考えると、いま、わが国は、国のかたちを、
もう一度、白紙からの発想をしなければならないときであろう。その観点か
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ら、この章は、論じている。 
 
第十章 道州制と社会的、経済的効果 
ここでは、中央集権体制における大増税、大借金という手法ではなく、道州制
という新しい国のかたちによって、お互いの道州が切磋琢磨し、善政競争をし
てそれぞれの道州が、燃え上がり、全国が経済成長することによって、国、道
州、基礎自治体が十分な税収を確保するだけでなく、東京だけの繁栄発展から、
全国各地域の繁栄発展に、日本全体が活気づき、活性化する効果があると論じ
ている。すなわち、地域主権型道州制という国のかたちによって、①成長、安
心、安全、そして活力ある日本に生まれ変わることができる、②各道州が道州
外、海外との直接貿易、観光客誘致を積極的に行なうことができる、③イノベ
ーションと税対策による産業の日本回帰と外資の参入の可能性がでてくる、④
美しい国、道義道徳の再興、安心安全の回復を図ることができる、⑤自由な発
想、自由な行動、自由な成果が得られる社会へ転身できる、⑥、個人が人間的
才能を十分に発揮できる社会がうまれる、⑦楽しく、生甲斐のある生活ができ
る、⑧国際社会を舞台に活躍、貢献できる日本国民に生まれ変わる等が考えら
れる。 
そうした可能性を、具体的に四国州、北海道、北陸信越州、東北州、沖縄州、
東京特別州を仮想して論じている。 
 
第十一章 道州制の立法過程－現在と道州制批判への反論 
     道州制は、いくたびも提言され、また、議論、論争され続けてきたが、ここに
来て、具体的に政治の俎上にのせられるようになってきた。与党の自民党も、
公明党も、そして野党のみんなの党も、日本維新の会も、その政策公約に道州
制を掲げるだけでなく、第二次安倍内閣は、総務大臣に道州制担当を兼務させ
た。総務大臣も大臣就任の記者会見で、道州制に取り組む意気込みを語った。 
     果たせるかな、自民党は党内に道州制推進委員会を立ち上げた。これに遡るこ
と一年半ほど前の、平成２４年（２０１２）３月２９日に、みんなの党は、「道
州制への移行のための基本法案」を国会に提出。平成２５年（２０１３）６月
には、みんなの党と日本維新の会が「道州制移行のための基本法案」を共同提
出している。自公は、いまだ国会には提出していないが、共同で「道州制基本
法案骨子案」をまとめ、内々に「道州制基本法案」を纏め上げている。いまま
さに「道州制」は立法過程のなかで、啐啄同機のときに来ていると言える。そ
の状況を記述するとともに、４００回を超える講演で質疑応答で賛意もあれば、
批判、反対もあった。その批判、反対の意見にすべて答えて、論じ、時に論争
をしてきた。ここでは、全国町村会の道州制の関する冊子「道州制の何が問題
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か」を全文を掲載するとともに、含めて、その講演後の質疑応答のなかで、繰
り返される批判、反対意見に対し、筆者の反論を記述し、「地域主権型道州制」
の必要性、重要性を論じている。 
 
⑦論文のオリジナリティまたは新たな知見：先行研究と対比してその学問的意義 
  
本論文のオリジナリティ、また、新たな知見は次の通りである。 
  １、「地域主権」という用語は、筆者がわが国ではじめて平成９年（１９９７）使用し
た言葉であり、それまでは、「地方主権」「地方分権」という用語が一般的に使用
されていた。しかし、筆者は、「地方」という言葉自体が、「中央」に対して「下
位の立場」を意味し、また、「分権」という用語が、「国から分与される権限」を
意味すると指摘。中央集権体制＝官僚体制の統治機構を打破し、全国各地域の住
民が主体になるとともに、幸せになり、そして、国家が繁栄発展する「新しい国
のかたち」を形成するためには、そうした「地方」「分権」という言葉は使うべき
ではないという結論から「地域主権」という用語を使用していること。 
  ２、「補完性の原理」を前提としつつ、「国の役割」を明確に１６項目（皇室、外交、
防衛、通貨、移民政策、最低限の生活保障等）に限定するとともに、広域行政、
住民行政は、道州、基礎自治体に完全委譲することとしたこと。 
  ３、国の役割以外の政策については、財政も含めて、道州間の「水平調整会議」（円卓
会議）を設置。相互調整を前提にし、「国は相談に応じるが、道州、基礎自治体に
干渉せず」という「縦型調整の排除の原則」を主張していること。 
  ４、多くの道州制論者が、「財政再建」を第一の理由に、その実現を主張しているが、
筆者の「地域主権型道州制」は、「国民を元気にすること」を第一の理由にしてい
ること。すなわち、日本にいくつかの繁栄拠点をつくり、地域住民を元気にさせ、
ひいては、日本全体を活性化すること。第二に、それによって、財政基盤が確立
した道州をつくり、住民の意志と地域の特性が活かせる体制を創ること。そして、
第三に、地域の特性を活かした制度や政策を独自に考え採用することで、各地域
に適した国際競争力のある産業や人材を育てること。第四に、全国一律の官僚規
格、官僚支配を廃することで、行財政を簡素化し、財政赤字体質を払拭すること。
この目的の順番が、国民の元気、国民のやる気、国民の豊かさが実現し、その結
果、「財政再建」は実現されるという筆者の政治経済哲学に基づいていること。 
  ５、地域、すなわち道州、基礎自治体に、役割に即した権限、財源に関する租税権、
条例上書き権を委譲することを主張していること。 
  ６、道州の区割りについても、多くの論者の場合、都道府県の合併を前提にしている
が、筆者は、都道府県の枠をはずし、白地図に新たに道州制の区割りをすべきと
考えていること。すなわち、経済的、財政的自立が可能な規模、人、物の移動、
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歴史・文化・地理の一体性・地域の人々の一体性等を前提に、道州の区割りを考
える。従って、実際に、現在あるひとつの県が分割される場合も出てくること。 
  ７、いままでの「道州制論」には全くなかった「地域にも主権がある」というトック
ビル Tocqueville(仏)やワイツWaitz（独）の「分割主権論」を根拠にしたこと。 
⑧残された課題ないし今後の課題 
 
１、基礎自治体の具体的イメージの構築。道州制実現には、住民に密着した基礎自治体
が、住民に、今までと比較して、具体的に、どれほどのメリットになるのか、その
シュミレ－ションをすべき。 
２、道州及び基礎自治体の職員のレベルアップの方法と自主性の回復の方法を具体的に
考えるべき。 
３、霞が関の官僚の多くが道州・基礎自治体に移動する。移動しなければならない動機
付けを検討すべき。 
４、道州間の、とくに財政調整のルールの具体例を検討すべき。 
５、道州内の基礎自治体の規模を道州の任意にするか、ある程度の規程をすべきか、検
討すべき。 
６、道州内における基礎自治体間の格差是正のため、どのような方法があるのか、検討
すべき。 
７、国と道州・基礎自治体に関連する事案にどのように対応すべきか、検討すべき。 
８、巨大な「東京都」の扱いをどうするか、さらなる検討を深耕させるべき。 
９、税財源の体系をどうするか、いくつかのパターンを想定して、検討し、絞り込むべ
き。 
１０、国の統治機構の変革ということで、それだけ強いリーダーシップを持った指導者
が必要になる。その指導者をどう選び、どうバックアップすべきか、検討すべき。 
１１、国民に、さらに道州制の必要性を認識させるか、理解を深めて貰うか、その方法
を具体的に検討すべき。 
１２、道州制の必要性を理解する学者、有識者を拡大する方法を検討すべき。 
１３、国有財産をどう処理するか、検討をすべき。 
１４、国債残高、いわゆる、国の借金をどう処理するか、検討すべき。 
 
など、残された課題は多い。今後、研究を続け、このような課題を解決する方向を見出 
し、世に問うていきたい。 
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